
議 会 運 営 委 員 会 
令和 3年 8月 10日（火） 

午後 1時 30分～ 

開議   時   分 

閉議   時   分 

全員協議会室 

出 席 者 

〔委 員〕笹田委員長、川上副委員長、三浦委員、沖田委員、柳楽委員、飛野委員、 
岡本委員、芦谷委員、道下委員、澁谷委員、牛尾委員 

〔議長団〕川神議長、佐々木副議長 
〔委員外議員〕西川議員、西村議員 
〔事務局〕古森局長、下間次長、近重書記 

 

議 題 

1  陳情審査の流れの検討について 

  （請願者等の意見陳述について） 

 

 

 

 

2  その他  

 



改選以降の陳情審査の流れ案（意見陳述及び陳情書取扱基準の取扱も要協議）

【案1（委員会条例改正不要）】全て付託（審査）のパターン…陳情書取扱基準導入前の流れと同様（陳情書取扱基準の適用なし）

①（議長）
付託先を決定

②（議長）
全員協議会で
陳情付託先を周知

③（付託先委員会）
委員会を開催し、
付託された陳情の審査・採決

【意見陳述対象】付託分

【案2（委員会条例改正不要）】送付先委員会で審査の要否を判断するパターン…議長から所管委員会へ送付し、審査か配付を判断

①（議長）
送付先委員会決定
該当委員会へ送付

②（送付先委員会）
委員会を開催し、
審査または配付を
判断し議長へ報告
※陳情書取扱基準を適用

③（議長）
送付先委員会での判断を
踏まえ、全員協議会で付
託する陳情及び配付する
陳情を全議員へ提供

①（議長）

付託先委員会及び

配付する陳情を決定
※陳情書取扱基準を適用

②（議長）
全員協議会で
付託する陳情及び
配付する陳情を全議員へ提供

①（議長）
配付先委員会決定

②（議会運営委員会）
委員会を開催し、
配付先の確認
※省略可

③（議長）

全員協議会で

配付先を周知

【案4山水海案（委員会条例改正必要）】…委員会で審査は行わず、内容及び進捗等を確認。必要であれば委員会としての対応を協議。

【案3（委員会条例改正不要）】議長が配付及び付託を判断するパターン

④（付託先委員会）
委員会を開催し、
付託された陳情の
審査・採決

【意見陳述対象】付託分

③（付託先委員会）

委員会を開催し、
付託された陳情の審査・採決

(意見陳述対象)付託分

④（配付先委員会）
委員会を開催し、
１執行部へ進捗や内容を確認
２委員間で協議の必要性を確認

(意見陳述対象) なし

※委員会条例改正の有無にかかわらず「浜田市議会申し合わせ事項」及び「浜田市議会陳情書取扱基準」の内容等の整理は必要



改選以降の陳情審査の流れ案（案1～4の特徴）

条例改正の
有無

採決の
有無

審査までの
プロセス

陳情取扱
基準適用

意見陳述の
対象※1
(試行案適用)

議会判断の
明確性

案1 なし あり シンプル なし 付託分
採決があるため、議会としての
考え方が明確。ただし採決の基
準は明確にする必要がある。

案2 なし あり 時間を要する あり 付託分
採決があるため議会としての考
え方が明確。ただし採決の基準
は明確にする必要がある。

案3 なし あり
シンプルであるが
議長負担が大きい

あり 付託分
採決があるため議会としての考
え方が明確。ただし採決の基準
は明確にする必要がある。

案4 あり なし シンプル なし なし
採決しないため、
その時点における議会の考えを
把握しにくい。

下表の4案は、今後の協議により変更できます。

※1意見陳述は試行実施期間であり、実施方式の変更は可能（例：「請願のみ実施」「委員会が希望したもののみ」等）

採択後の処理の経過及び結果の報告の請求は、議会基本条例及び委員会条例に規定されているが実績なし



請願と陳情について 

 請願 陳情 

根拠 
憲法、請願法、地方自治法、 

浜田市議会会議規則、浜田市議会基本条例 

地方自治法、 

浜田市会議規則、浜田市議会基本条例 

性質 

 国民に認められた憲法上の権利の一つである。 

 国又は地方公共団体の機関に対し、その職務に関す

る事項につき、希望を述べるこという。 

 請願は、法律的にいえば、単に希望を述べるだけの

行為であり、請願の相手方は、これを受理し、その

職務を執行する上にそれを参考としなければならな

いが、それ以上に請願によって拘束されるものでは

ない。このため、地方議会においては、請願を受理

した場合には、これを審査したうえ、採択したもの

は関係機関に送付するとともに、その処理の経過及

び結果の報告を関係機関に請求することができるこ

ととしている（地方自治法、浜田市議会基本条例、

浜田市議会会議規則、浜田市議会委員会条例）。 

 陳情とは、国又は地方公共団体等公の機関に対し、

一定の事項について、その実情を訴えて、適当な措

置を要望する事実上の行為。 

 法律的な権利として行使されるものではなく、一定

の手続、形式が特に定められているわけではない。 

 採択したものについては、長その他の関係執行機

関に送付することになるが、関係執行機関は陳情の

内容に法的に拘束されることはない。また、処理の

経過及び結果の報告を関係機関に請求することがで

きることとしている（浜田市議会基本条例、浜田市

議会委員会条例） 

方式や 

処理手続き 
法定されている 法定されていない 

浜田市議会の 

採決までの流れ 
委員会審査・採決 → 本会議審議・採決 委員会審査・採決 

紹介議員 必要 不要 

（引用：地方自治法関係実務事典から一部抜粋） 



1/1 

陳情審査関係例規 

 

○浜田市議会基本条例 

平成23年９月30日条例第34号 

（採択した請願及び陳情への対応） 

第10条 議会は、採択した請願及び陳情が市長等において措置することが適当と

認めるときは、市長等に対してその趣旨を実現するよう求めるとともに、当該

請願及び陳情に関する事後の状況、対応等を議会に報告するよう求めるものと

する。 

 

 

○浜田市議会委員会条例 

平成17年11月17日条例第306号 

（請願等の審査報告） 

第64条 委員会は、請願等についての審査の結果を、次の区分により、議長に報

告しなければならない。 

(１) 採択とすべきもの 

(２) 一部採択とすべきもの 

(３) 不採択とすべきもの 

２ 委員会は、審査結果に意見を付けることができる。 

３ 委員会が採択又は一部採択とすべきものと決定した請願等で、市長その他の

関係機関に送付することが適当なもの並びにその処理の経過及び結果の報告

を請求することが適当なものについては、その旨を付記しなければならない。 

 

 



全 議 Ｋ 第 ８ 号 

令和３年７月１６日 

市区議会議長 各位 

全国市議会議長会 

 会長 清 水 富 雄 

（横浜市会議長） 

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める 

意見書の提出について（依頼） 

平素より本会の運営にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、近年、地方財政は巨額の財源不足が続き、加えて、昨年からの新型コロナ

ウイルス感染症の蔓延により、令和４年度においても厳しい財政運営を余儀なくさ

れるものと予想されます。その中で、地方自治体は環境問題など新たな財政需要に

も対応していく必要があります。 

このため、５月２６日の第９７回定期総会（書面開催）において、令和４年度一

般税源総額の確保や、固定資産税（土地）に係る特別措置の期限を延長しないこと

などを主な要望事項とする「ポストコロナ禍を展望した地方行財政の充実に関する

決議」をご決定いただきました。また、７月７日開催の第１５５回地方財政委員会

でも、固定資産税（償却資産）や自動車税等の特例措置の更なる延長をしないこと

などを重点要望事項として議決いただきました。 

現在、本会においては、これら決議等を踏まえ、令和４年度予算概算要求及び税

制改正に向け、正副会長や各委員会で国に対する要望活動を展開し、また、市区議

会におかれましてもそれぞれ要望活動をいただいております。 

これまでの活動によりますと、今後、関係省庁・業界から固定資産税（土地）の

特別措置の延長を求めるなど本会の要望に沿わない動きが生じることも否定でき

ないところであります。 

つきましては、各市区議会におかれては、こうした状況をご理解いただき、９月

定例会において、別添意見書（案）を参考に「コロナ禍による厳しい財政状況に対

処し、地方税財源の充実を求める意見書」を議決の上、国会・関係行政庁に提出し

ていただくとともに、地元選出国会議員に対し要望するなど積極的なご対応をお願

いいたします。 

なお、別添の意見書（案）に掲げている要望事項は、いずれも先の定期総会や地

方財政委員会でご了承をいただいた事項であります。 

連絡先 全国市議会議長会  

政務第一部 伊藤 

ＴＥＬ ０３－３２６２－５２３５ 



コロナ禍による厳しい財政状況に対処し 

地方税財源の充実を求める意見書（案） 

 

 新型コロナウイルス感染症のまん延により、地域経済にも大きな影響が及び、

地方財政は来年度においても、引き続き、巨額の財源不足が避けられない厳し

い状況に直面している。 

地方自治体では、コロナ禍への対応はもとより、地域の防災・減災、雇用の

確保、地球温暖化対策などの喫緊の課題に迫られているほか、医療介護、子育

てをはじめとした社会保障関係経費や公共施設の老朽化対策費など将来に向

け増嵩する財政需要に見合う財源が求められる。 

その財源確保のため、地方税制の充実確保が強く望まれる。 

よって、国においては、令和４年度地方税制改正に向け、下記事項を確実に

実現されるよう、強く要望する。 

 
記 

 
１ 令和４年度以降３年間の地方一般財源総額については、「経済財政運営と

改革の基本方針２０２１」において、令和３年度地方財政計画の水準を下回

らないよう実質的に同水準を確保するとされているが、急速な高齢化に伴い

社会保障関係経費が毎年度増大している現状を踏まえ、他の地方歳出に不合

理なしわ寄せがなされないよう、十分な総額を確保すること。 

 

２ 固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹を揺るが

す見直しは家屋・償却資産を含め、断じて行わないこと。生産性革命の実現

や新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として講じた措置は、本来国庫補

助金などにより国の責任において対応すべきものである。よって、現行の特

例措置は今回限りとし、期限の到来をもって確実に終了すること。 

 

３ 令和３年度税制改正において土地に係る固定資産税について講じた、課税

標準額を令和２年度と同額とする負担調整措置については、令和３年度限り

とすること。 

 

４ 令和３年度税制改正により講じられた自動車税・軽自動車税の環境性能割

の臨時的軽減の延長について、更なる延長は断じて行わないこと。 

 

５ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方譲

与税として地方に税源配分すること。 



 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和３年  月  日 

 

○○都道府県○○市(区)議会議長 ○○ ○○ 

 

衆 議 院 議 長 〇〇 〇〇 殿 

参 議 院 議 長 〇〇 〇〇 殿 

内閣総理大臣 〇〇 〇〇 殿 

内閣官房長官 〇〇 〇〇 殿 

総 務 大 臣 〇〇 〇〇 殿 

財 務 大 臣 〇〇 〇〇 殿 

経済産業大臣 〇〇 〇〇 殿 

経済再生担当大臣 〇〇 〇〇 殿 



意見書（案）の各項目について 

 

 

「実質的に同水準を確保する」とされているが、一方で、社会保障関係

経費が毎年度増加することが見込まれている。同水準の確保では、増加す

る社会保障関係経費分を他の経費の削減分で充てることとなる。 

 

 

 

償却資産に係る固定資産税額は、全国で約１兆７，５５６億円（令和元

年度決算額）である。経済界は、従来、償却資産に対する課税の廃止を求

めており、延長が繰り返されると、制度の廃止につながりかねない。 

設備投資など経済対策として講じる措置は、本来国庫補助金など国の責

任において対応すべきものであり、地方税、ましてや市町村の極めて重要

な基幹税である固定資産税の軽減をもって充てるべきものではない。 

 

 

 

土地に係る固定資産税は、３年に１度、確実に、評価替えと負担調整措

置を行うことを前提として成り立つ市町村の極めて重要な基幹税である

（令和元年度決算額は全国で約３兆４，８５３億円）。 

１ 令和４年度以降３年間の地方一般財源総額については、「経済財政運営

と改革の基本方針２０２１」において、令和３年度地方財政計画の水準を

下回らないよう実質的に同水準を確保するとされているが、急速な高齢化

に伴い社会保障関係経費が毎年度増大している現状を踏まえ、他の地方歳

出に不合理なしわ寄せがなされないよう、十分な総額を確保すること。 

２ 固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹を揺る

がす見直しは家屋・償却資産を含め、断じて行わないこと。生産性革命の

実現や新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として講じた措置は、本来

国庫補助金などにより国の責任において対応すべきものである。よって、

現行の特例措置は今回限りとし、期限の到来をもって確実に終了するこ

と。 

３ 令和３年度税制改正において土地に係る固定資産税について講じた、課

税標準額を令和２年度と同額とする負担調整措置については、令和３年度

限りとすること。 



特別な措置により、地価の上昇により固定資産税が増額した者のみが、

本来納めるべき税額より少ない税額を納めることとなる。このような特例

は公平性の観点からも極めて問題があり、その繰り返しは固定資産税に対

する住民の信頼を失うことになりかねない。 

 

 

 

この措置は、消費税率引上げに伴い、税率引上げ前後の車の需要の平準

化を図るために設けられた。新型コロナウイルス感染症緊急経済対策によ

り延長され、令和３年度税制改正により、再延長された。 

地方の減収額が全額国費により補塡される特例措置とはいえ、臨時的軽

減が繰り返されることは特例が恒久化し、更には両税の縮小や廃止につな

がりかねない。 

 

 

 

２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロを達成するため、地方自治体に期

待される役割は一層高まり、責任も重くなる。国からの補助金・交付金など

にとどまらず、地方自治体が地域の実情に応じ、裁量をもって必要な対策を

柔軟に進めることができる一般財源が不可欠となる。 

炭素に係る税として、炭素税（仮称）を創設する場合、または既存の地球

温暖化対策のための税（国税）の拡充をする場合には、地方税または地方譲

与税として地方に税源配分を求めるものである。 

４ 令和３年度税制改正により講じられた自動車税・軽自動車税の環境性能

割の臨時的軽減の延長について、更なる延長は断じて行わないこと。 

５ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方

譲与税として地方に税源配分すること。 



 

 

 

ポストコロナ禍を展望した地方行財政の充実に関する決議 

１ 地方税財政の充実 

コロナ禍による厳しい経済局面が続き、令和４年度においても地方税の減収

など大幅な財源不足が見込まれる地方財政状況を踏まえ、「基盤強化期間」(２

０１９年度～２０２１年度)後の地方財政のあり方を明らかにすること。その際、

コロナ禍によって顕在化・加速化した地方行財政に係る諸問題について丁寧な

検証を行い、その評価結果を今後の対策に確実に反映すること。 

 

(1) 地方税の充実確保等 

① 土地に係る固定資産税について、課税標準額を令和２年度と同額とする負担

調整措置については、令和３年度限りとすること。 

 

(2) 令和４年度一般財源総額の確保 

コロナ禍の長期化によって地域経済の低迷が続き、地方財政の大幅な財源

不足が懸念されるため、地方自治体の安定的な財政運営に必要な地方税・地方

交付税等の一般財源総額の充実を図ること。 

地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能を堅持する

こと。 

地方の大幅な財源不足の補填については、本来、地方交付税の法定率の引

上げにより対応すべきであり、臨時財政対策債が累増することがないよう、そ

の発行を可能な限り縮小すること。 

 

(3) 地球温暖化対策への対応 

２０５０年までに温室効果ガスの排出実質ゼロとする目標を達成するため、

地方自治体は、住民への普及啓発、省エネ機器の普及助成、再生可能エネルギ

ーの利用拡大や導入支援など地球温暖化対策に重要な役割を果たすことが期

待されている。 

地方自治体が、地域の実情に応じ、裁量をもって各般の対策を柔軟に推進

することができる十分な規模の一般財源の確保が図られるよう、国において

炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方譲与

税として地方に税源配分すること。 

 

【総会決議関係項目抜粋】 



 

 

 

１ 地方税財政について 

 

１ 重点要望事項 

 

(1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和４年度においても、大幅な

地方財源不足が見込まれる。  

ついては、地域経済の回復をはじめ、社会保障関係費の増大や地域の防災・

減災対策、地域の活性化対策などに的確に対応するため、地方税・地方交付税

等の一般財源総額を確保・充実すること。  

その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、その発行を縮減する

とともに、償還財源を確保すること。 

 

(5) 固定資産税は、市町村財政を支える重要な基幹税であることから、その安

定的な確保を図ること。生産性革命の実現や新型コロナウイルス感染症対策

などの経済対策は、本来、市町村の基幹税である固定資産税を用いて行うべき

ではなく、国税や国庫補助金などにより実施するべき性質のものである。制度

の根幹に影響する見直しは、土地・家屋・償却資産を問わず、断じて行うべき

ではなく、更なる対象の拡充は認められず、現行の特例措置等は、期限の到来

をもって確実に終了すること。 

 

(6) 令和３年度税制改正により、自動車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減

について、令和３年１２月３１日まで延長されたが、更なる延長は断じて行わな

いこと。 

また、自動車関係税の見直しに当たっては、道路・橋梁等の老朽化対策など

に対する財政需要が今後大幅に増すことから、地方財政に影響を及ぼすこと

がないようにすること。 

【地方財政委員会要望書関係項目抜粋】 



2022 2024

2021

2021 3 6 18

2022 2024

【参考資料】意見書（案）１関係　



300

R3.3.31 R3.4.1

64

64 64

【参考資料】意見書（案）２関係　



1 2 1 0

4

60 70

【参考資料】意見書（案）３関係　



R 2
10/

R 3
/

R
10/1

R 3
12/31

3

【参考資料】意見書（案）４関係　


